
 
 

平成 30 年 12 月 7 日 
各  位 
 会 社 名  日揮株式会社 
 代表者名  代表取締役会長 CEO 佐藤 雅之 
    （コード番号 1963 東証第１部） 
 問合せ先： 広報･IR 部長 遠藤 毅 
    （TEL.  045-682-8026） 
 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 
 当社は、本日開催の取締役会において、平成 31 年 2 月 1 日を合併期日として、当社の 100%子会社

である JGC-ITC ラービグユーティリティ株式会社（以下、JISPC）を吸収合併することを決議いたし

ましたので、お知らせいたします。なお、本吸収合併は、100%子会社を対象とする簡易合併であるた

め、開示事項および内容の一部を省略して開示しております。 
 

記 
1. 合併の目的 

サウジアラビア国営石油会社および住友化学株式会社の共同出資会社である Rabigh Refining 
and Petrochemical Company（以下、ペトロラービグ社）への電力・水・蒸気供給を行う事業

会社である Rabigh Arabian Water & Electricity Co. Ltd.※に対し、当社は JISPC を通じて出

資・参画してまいりました。今般、経営資源のさらなる集約と効率的な事業運営を図るため、

JISPC を当社に吸収合併することといたしました。 
※ Rabigh Arabian Water & Electricity Co. Ltd.は、JISPC、丸紅株式会社および ACWA パワー社の 3 社が出資 

 
 

2. 合併の趣旨 
（１） 合併の日程 

合併契約承認取締役会 平成 30 年 12 月 7 日 
合併契約締結日 平成 30 年 12 月 7 日 
合併期日（効力発生日） 平成 31 年 2 月 1 日 

※ 本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項の規定に基づく簡易合併に該当するた

め、合併契約承認の株主総会は開催いたしません。 
 

（２） 合併の方法 
当社を存続会社とする吸収合併方式であり、JISPC は解散いたします。 



 
（３） 合併に係る割当ての内容 

当社 100％子会社との合併であるため、本合併による株式その他の金銭などの割当てはあり

ません。 
 

（４） 消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 
該当事項はありません。 

 
3. 合併当事会社の概要（平成 30 年 3 月 31 日時点） 
 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 
（１）名称 日揮株式会社 JGC-ITC ラービグユーティリ

ティ株式会社 
（２）所在地 神奈川県横浜市西区みなとみら

い二丁目 3 番 1 号 
神奈川県横浜市西区みなとみら

い二丁目 3 番 1 号 
（３）代表者の役職・氏名 代表取締役会長 CEO 佐藤 

雅之 
代表取締役 浅部 寛 

（４）事業内容 各種プラント・施設の計画、設

計、建設および試運転役務等 
サウジアラビア王国における電

力・水・蒸気供給事業に対する

投融資 
（５）資本金 23,511 百万円 319 百万円 
（６）設立年月日 昭和 3 年（1928 年）10 月 25

日 
平成 17 年（2005 年）10 月 24
日 

（７）発行済株式数 259,052,929 株 6,818,932 株 
（８）決算期 3 月期 3 月期 
（９）大株主および持株比率 日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）13.13％ 
日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）

10.42％ 
日揮商事株式会社 4.80％ 

日揮株式会社 100％ 

（10） 直前事業年度の財政状態および経営成績 
 平成 30 年 3 月期（連結） 平成 30 年 3 月期（単体） 
純資産 395,779 百万円 6,860 百万円 
総資産 685,002 百万円 12,691 百万円 
１株当たり純資産 1,564.37 円 1,006.03 円 
売上高 722,987 百万円 －百万円 
営業利益又は営業損失（△） 21,495 百万円 △25 百万円 
経常利益又は経常損失（△） 24,927 百万円 △57 百万円 



親会社株主に帰属する当期純利

益又は親会社株主に帰属する当

期純損失（△） 

16,589 百万円 △58 百万円 

１株当たり当期純利益又は１株

当たり当期純損失（△） 
65.75 円 △8.54 円 

 
4. 合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期に変更

はありません。 
 

5. 今後の見通し 
当社 100％連結子会社との合併であるため、本合併による当社連結業績への影響は軽微です。 

 
以 上 


